
附 属 明 細 書
\ 固定資産の取得及び処分、減価償却費（「第84 特定の償却資産の減価に係る会計処理」及び「第89 資産除去債務に係る特定の除去費用等の会計処理」による損益外減価償却相当額も含む。）並びに減
損損失の明細 （単位：円）

資 産 の 種 類 期 首 残 高 当期増加額 当期減少額 期 末 残 高
減価償却累計額 減損損失累計額

差引当期末残高 摘 要
当期償却額 当期損益内 当期損益外

有 形 固 定 資 産
（特定償却資産）

建 物 18¶318¶955¶939 1¶209¶871¶504 88¶484¶413 19¶440¶343¶030 6¶424¶913¶004 715¶812¶537 ` ` ` 13¶015¶430¶026

構 築 物 1¶482¶108¶366 58¶338¶962 5¶852¶754 1¶534¶594¶574 754¶100¶418 79¶008¶686 ` ` ` 780¶494¶156

機 械 装 置 26¶045¶755 ` ` 26¶045¶755 5¶350¶532 1¶735¶308 ` ` ` 20¶695¶223

工具、器具及び
備品

880¶658¶967 311¶031¶123 6¶107¶102 1¶185¶582¶988 743¶459¶031 118¶607¶291 ` ` ` 442¶123¶957

図 書 1¶681¶221 2¶275¶613 ` 3¶956¶834 ` ` ` ` ` 3¶956¶834

船 舶 16¶410¶001 ` 1¶170¶001 15¶240¶000 12¶636¶408 808¶559 ` ` ` 2¶603¶592

車 両 運 搬 具 37¶621¶441 ` ` 37¶621¶441 32¶282¶416 4¶763¶844 ` ` ` 5¶339¶025

計 20¶763¶481¶690 1¶581¶517¶202 101¶614¶270 22¶243¶384¶622 7¶972¶741¶809 920¶736¶225 ` ` ` 14¶270¶642¶813

有 形 固 定 資 産
（特定償却資産以外）

建 物 10¶382¶575¶602 6¶777¶384¶726 1¶435¶247¶677 15¶724¶712¶651 2¶179¶683¶604 565¶911¶997 ` ` ` 13¶545¶029¶047

構 築 物 586¶780¶073 415¶283¶134 1¶219¶146 1¶000¶844¶061 199¶267¶637 46¶990¶424 ` ` ` 801¶576¶424

工具、器具及び
備品

14¶653¶713¶592 1¶527¶047¶598 108¶067¶006 16¶072¶694¶184 10¶220¶113¶197 2¶036¶976¶964 ` ` ` 5¶852¶580¶987

（重要な債務負担行為）
平成25年３月31日現在の重要な債務負担行為は以下のとおりです。 （単位：円）

件 名 契 約 額 うち翌期以降支払額

宮崎大学（医）基礎臨床研究棟改修工事（Ｉ期） 399¶997¶500 399¶997¶500

宮崎大学（医）基礎臨床研究棟改修機械設備工事（Ｉ
期）

324¶450¶000 324¶450¶000

宮崎大学（医）基礎臨床研究棟改修電気設備工事（Ｉ
期）

268¶800¶000 268¶800¶000
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（資産除去債務）
\ 資産除去債務の概要
石綿障害予防規則等の規定に基づく建物のアスベスト除去義務、ダイオキシン類対策特別措置
法の規定に基づく焼却炉のダイオキシン除去義務及び土地の賃貸借契約等に伴う原状回復義務、
「特定製品に係るフロン類の回収及び破壊の実施の確保等に関する法律」（フロン回収・破壊法）
等であります。

] 資産除却債務の金額の算定方法
使用見込期間を取得から10年～47年と見積もり、割引率は、0•7％～2•2％を使用して資産除去

債務の金額を計算しております。
^ 当事業年度における当該資産除去債務の総額の増減
期首残高 40¶606¶406円
有形固定資産の取得に伴う増加額 18¶373¶916円
時の経過による調整額 741¶059円
資産除去債務の履行による減少額 `円
その他増減額（�は減少） `円

G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G

期末残高 59¶721¶381円

G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G

（賃貸等不動産関係）
当法人は、木花キャンパス等において賃貸等不動産を保有しておりますが、賃貸等不動産の総額
に重要性が乏しいため、注記を省略しております。
（重要な後発事項）
該当事項はありません。

~ 金融商品の時価の算定方法
\ 現金及び預金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額
によっております。

] 国立大学財務・経営センター債務負担金及び^ 長期借入金
これらの時価については、元利金の合計額を新規に同様の借入を行った場合に想定される
利率で割り引いて算定する方法により算定しております。

_ 未払金
短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって
おります。
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